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○ 緊急報告 ： 目下、中国で空前の人手不足進行中 
○ 読後雑感 ： ２０１０年 第１回 
○ 【中国経済最新統計】（試行版） 
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緊急報告 ： 目下、中国で空前の人手不足進行中 
            ２６．JAN．１０ 
              中小企業家同友会上海倶楽部代表 
  上海センター外部研究員(協力会理事) 小島正憲 







































































北京 ： 北京、  
  天津 ： 河北区、武清開発区、  
  河北省 ： 晋州市周家荘郷、滄州市孟村回族自治県、 
  山西省 ： 三交、太原、長治県、平遥県、昔陽県大寨、 
  遼寧省 ： 瀋陽、大連、丹東、 
  吉林省 ： 吉林、長春、敦化、延吉、琿春、 
  黒竜江省 ： ハルピン、佳木斯、同江、牡丹江、綏芬河、東寧 
  上海  ： 浦東、虹口、上海市全域、 
  江蘇省 ： 江陰市華西村、張家港、南京、銅陵、連雲港、 
  浙江省 ： 温州、玉環県、寧波市象山県、桐郷、義烏、杭州、       
  安徽省 ： 淮南、無湖、鳳陽県小崗村、阜陽、合肥、宣城、 
  福建省 ： 泉州、厦門、    
  江西省 ： 宜春市銅鼓県、南康、萍郷、井岡山、 
  湖北省 ： 武漢、宜昌、潜江、當陽、石首、荊州、黄石、  
  湖南省 ： 吉首、醴陵、長沙、株州、娄底、漣源、 
  広東省 ： 深圳、東莞、英徳、広州、韶関、清遠、 
  海南省 ： 東方市感城鎮、三亜、 
  重慶 ： 重慶、 
  四川省 ：成都、瀘定橋、石棉、漢源、阿壩藏族羌族自治州若尓蓋県、阿壩藏族羌族自治州紅原県 
        阿壩藏族羌族自治州阿壩県、巴西、瀘州市古藺県、 
  貴州省 ： 遵義、茅台、赤水、瓮安県、貴陽、                     
  雲南省 ： 鎮康、昆明、瑞麗、 
  チベット自治区  ： ラサ、   
  陝西省 ： 西安、延安、呉起、志丹、 
  甘粛省 ： 隴南、甘南藏族自治州夏河県、甘南藏族自治州：合作市、甘南藏族自治州：碌曲県、 
       甘南藏族自治州：瑪曲県、腊子口、哈達舗、会寧、蘭州、武威、張掖、酒泉、瓜州、白銀、 
  青海省 ： 黄南藏族自治州：同仁県、西寧、 
  新疆ウィグル自治区 ： 星星峡、ウルムチ、カシュガル、タシュクルガン、 













































































































































































































読後雑感 ： ２０１０年 第１回 
２９．JAN．１０   
              中小企業家同友会上海倶楽部代表 
  上海センター外部研究員(協力会理事) 小島正憲 
 
 １． 「文革」            ２． 「中国報道の『裏』を読め！」         











１． 「文革」   董国強編著  関智英・金野純・大沢肇編訳  築地書館刊  ２００９年１２月１５日発行 
























































































































３． 「中国は崩壊しない」  陳惠運・野村旗守共著  文芸春秋刊  ２０１０年１月１０日発行 
















   ← 私の暴動検証を読んでもらえば、これが大きな誤認であることがすぐわかる。 
・「農村の住民が都市に移り住むことはできても、戸籍の移動は絶対にできない」（P．１０６） ← 現在これは有名無
実。 











































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (24.1) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
